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	 高齢者が地域で元気に暮らし続けられるまちづくりに対する取組みが各地でなされている段階にある

一方で、人口の高齢化や人口減少により、買物や医療へのアクセスを始めとする、社会参加のための交

通手段の問題が同時に顕在化してきている。本報告では、養父市高齢者健康調査を通じて得られた移

動・交通の実態を把握・分析することにより、今後の社会参加促進やまちづくりの展開の中での移動問

題に焦点を当てることとする。今回実施した高齢者健康調査によると、多くは自分で自動車を運転して

移動するという回答が多かったが、自分で運転しないあるいはできないとする回答者は家族による送迎

(21%)やバス等の公共交通機関を利用している(15%)ことが分かった。公共交通の維持が困難な地域の増
加、移動手段の確保、および運転断念者が増加する点を加味すると、様々な手だてでバスやそれ以外の

公共交通の活性化が望まれる。 
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1.	 はじめに 
 
	 わが国は寿命、健康寿命、および高齢者の健康水準

を反映した「60歳健康余命」ともに男女とも世界のトッ
プクラスである。ただし、後期高齢者人口の増加を受け

て高齢者の障害期間は延びており、要介護高齢者の占め

る割合も増加中である。老年学や地域保健分野では、健

康余命延伸のための予防的介入が不可欠であるとされ、

介護予防のための様々な取組を自治体がすることになっ

た。今後は家族介護や介護保険制度を含めた社会保障制

度の負担を減らし、持続可能な社会保障制度を確保する

ことは重点課題である。この研究発表では、行政、住民、

専門機関が一体となって住民参加型の予防活動を展開す

るプロジェクトで実施された兵庫県養父市を対象にした

悉皆調査をベースに交通関係を分析することによって、

介護予防の局面から地域の移動手段の現状を鑑み、今後

の社会参加促進やまちづくりの展開の中での移動問題に

焦点を当てることとする。 
 
2.	 	 健康長寿づくりの現状と地域の移動の現状	 

	 

厚生労働省によると、現状では高齢化の進展に伴い、

要介護高齢者数は年々増加している。とりわけ、「要介

護状態には至らないが、家事や身の回りの支度など日常

生活に支援を必要とする状態」の要支援１および２の状

態の高齢者は介護認定数が増加し、現在では市区町村が

中心となってその施策を打ち出さねばならないこととな

っている。これらの状態の人たちが要介護状態になる原

因としては、「加齢に伴う心身状態の衰弱」、「関節疾

患」、「骨折・転倒」が 約半数を占めていることが分

かっている。また、「膝痛・腰痛」や「骨折・転倒」が

継続することで、体を動かす機会か減り、筋肉か衰え、

骨がもろくなる原因ともなり、ひいては体の機能か低下

して動けなくなる、廃用症候群やロコモーティヴ・シン

ドロームと言われ、介護予防の基礎として、「体を動か

す」ことが重要な対策となる。 
よって、介護予防のためのサポーター人材育成、まち

づくりは新たな展開に入っており、現在実施されている

介護予防事業は、市町村か実施することも相まって、介

護予防のためのポピュレーションアプローチとして体力

づくりと社会づくりが進展中である。 
介護予防の視点を入れた、今後の高齢社会に向けたま
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ちづくりの展開として、生活支援のための見守り、医療、

買い物などだけではなく、健康づくりのための運動・栄

養と社会参加も重要であり、今後介護予防のための地域

実践も展開してくる。環境整備の側でも、社会参加のた

めの交流の場づくり、参加の場づくり、そして、ソーシ

ャルキャピタルの醸成などを視野にいれながら整備をし

てゆく必要があり、そのための移動手段のあり方も新展

開が考えられうる。 
他方、交通空白地の医療・買物・生活維持のための移

動の問題は今も残された大きな課題であり、地域交通づ

くりの現場では鉄道、バス、タクシーの活性化に取り組

んでいるが、高齢者の主要な移動手段は相変わらず自動

車利用と送迎であり、高齢ドライバーの増加と事故の増

加、代わりの手段としての送迎、公共交通利用者の実態

をとらえず手探りで作り上げている場所も多い。これら

を加味すると、今後は介護予防の視点も入れた交通需要

づくりとそれに合わせた移動手段づくりも重要な連携施

策と考えてよいのではないかと思われる。 
本報告では、養父市高齢者健康調査を通じて得られた

移動・交通の実態を把握・分析することにより、今後の

社会参加促進やまちづくりの展開の中での移動問題に焦

点を当てることとする。 
 
3.	 養父市高齢者健康調査と地域交通の実態	 

	 	 

兵庫県養父市は兵庫県但馬地方に位置し、人口約

27,000人、高齢化率約33%の自治体である。現在介護予
防の仕組みとして健康長寿のためのコミュニティ会議を

結成し、各地での活動を取りまとめている状況にあるが、

地域住民が活動を始めるきっかけ、継続させているコツ、

悩みや効果などまちづくりへの要素が多く非常に参考と

なっている。 
今回実施した調査は、今後の介護予防戦略を作り上げ

るための一環として、養父市在住の要介護認定を受けて

いない65歳以上高齢者を対象に平成24年7月に郵送配
布・回収形式で養父市高齢者健康調査を実施した。約

6600名(回収率92%)分の回答が得られた。今回の研究で
は、調査項目における移動手段、移動頻度、家族形態、

歩行困難の程度、通院や買物の実態などの項目を中心に

分析を行った。 
まず項目として、日常でよく利用する移動手段につい

ての回答を図１に示す。この地区は路線バスの撤退も近

年多く、人口の少ないところでは小型のコミュニティバ

スが運行している。よって、多くの地区で実施されてい

る調査同様、多くの回答者は自分で運転するか、送迎利

用が多い。次いで徒歩、路線バスの順であり、福祉交通

の利用者は少数である。とくに、路線バスを利用する高

齢者は多いとされるが、対象者のうちでは21%程度が家

族送迎、15%程度がバスの利用となっている。 
 

 
図１	 日常で利用する外出手段	 

 

 
図２	 家族形態と移動手段の関係	 

 
そこで、家族形態と移動手段の関係について図２に示

す。特徴的な点として、一人暮らし単身者は介護・福祉

タクシー、タクシー、コミュニティバス、路線バスの利

用の割合が高い。よって、福祉交通や公共交通利用者と

して、独居高齢者が多いことが伺える。また、送迎につ

いては子供だでない多様な家族によるものが多い。 
歩行能力と外出頻度の関係を図３に示す。多くは毎日

二回以上外出する高齢者が多く、移動手段は少ないもの

の活発な高齢者が多い（ただし、調査時期が７月である

ため、季節変動は可能性としてある）。そして、その多

くが歩くことに不自由しない人が多い。また外出頻度が

少なくなるにつれて、歩行困難者が増加し、外出しない

傾向となる。よって、活発な高齢者は歩行に問題のない

高齢者と考えられ、モビリティ（移動性）の減少と歩行

困難に密接な関係があると思われる。 

3121	 
1863	 

205	 1076	 320	 757	 930	 52	 65	 37	 82	 250	 
0	 

500	 
1000	 
1500	 
2000	 
2500	 
3000	 
3500	 

人
数
	 

よく使う外出方法（N=8758、複数回答）	 

0%	 20%	 40%	 60%	 80%	 100%	 

自分で運転	 
(N=3107)	 

送迎	 
(N=1855)	 

単車	 
(N=203)	 

徒歩（単独）	 
(N=1071)	 

徒歩（歩行補助具）	 
(N=317)	 

自転車	 
(N=750)	 

路線バス	 
(N=919)	 

コミュニティバス	 
(N=52)	 

電車	 
(N=64)	 

電動カート	 
(N=36)	 

介護・福祉タクシー	 
(N=81)	 

タクシー	 
(N=248)	 

移動手段と家族形態の関係(N=6112)	 

1人暮ら

し	 

配偶者	 

息子	 

娘	 

嫁、婿	 

父母	 

配偶者

の父母	 

孫・ひ

孫	 

その他	 



 

 3 

 
  

 

図３	 歩行能力と外出頻度の関係	 

 
 

 
図４	 ボランティア活動の関心と外出頻度の関係	 

 
さらに、地域の介護予防に向けての展開として、高齢

者が主役となってボランティア活動を互助的にしてもら

うことも今後重要な展開と考えられる。そのためのソー

シャルキャピタルの醸成も重要と考えられるが、図４に

外出頻度とボランティア活動の関心の関係をみた。この

図より、外出頻度が減少すると社会との結びつきの関心

が減少傾向に転じ、ボランティアに関心のある人は総じ

て少ない現状にある。ただし、よく外出する活発な人た

ちはどちらかと言えば関心のある潜在層でもあり、まち

づくりによっては、地域としてのポテンシャルもあり得

ると推察できる。 
 
 

4.	 調査結果から地域の移動問題をどう捉えるか	 

 
	 今回の調査結果をまとめると、地域内の要介護認定を

されていないほとんどの高齢者の移動データを取得でき

たことは非常に意義深く、生の値として非常に価値のあ

るものと考えられる。今回は行政の協力のもと、地域保

健研究のアプローチで実施でき、ケーブルテレビを利用

して大々的な広告も実施した。よって、テーマ内容も含

め、関係各位の理解も得られることが確認できた。 
つぎに、調査結果として、多くは自分で自動車を運転

して移動する(全回答数の36%、複数回答)という回答が
多かったが、自分で運転しないあるいはできないとする

回答者は家族による送迎(21%)やバス等の公共交通機関
を利用している(15%)ことが分かった。養父市ではバス
交通の見直しやバス路線の減便や廃止の可能性もあり、

公共交通の維持が困難な地域の増加、移動手段の確保、

および運転断念者が増加する点を加味すると、様々な手

だてでバスやそれ以外の公共交通の活性化が望まれるこ

とになる。 
さらに、外出状況と歩行困難および地域活動の参加と

の関係については、ほとんど外出しない人が190人、そ
の中で歩行困難者の占める数は165人であった。また、
ほとんど外出しない人181人中、介護予防教室や健康教
室の参加をしたことがない人が146人となっており、歩
行困難と外出頻度そして社会参加との低下性の関係も把

握できた。その他、今回の調査では、介護予防の面から

もまちづくりの展開を推進してゆくことによって、ポピ

ュレーションアプローチ型の介護予防が進展し、社会経

済的なコストダウンをしてゆくことは非常に重要なこと

である。ただし、課題も山積しており、参加のためのき

っかけづくり、場所づくり、体制づくりなど地域の抱え

る課題を受け止めながらセクション間、住民間で連携を

しながら進めてゆくことが必要条件となるが、交通事業

としての立ち位置はまだ課題が残っている。 
とくに、活動にかかる移動の問題は明らかになってい

ない部分もある。養父の地域交通レベルは自動車依存が

高く、公共交通の提供量そのものが低いと言わざるを得

ない、また、虚弱に近い高齢者を対象にすることを考え

ると、歩行困難に伴う日常の片づけ、ゴミだし、買物、

通院、移動全般はおそらく大きな課題であり、移動でき

なくなると料理やごみ出しもできなくなり、栄養状態に

影響が出てくる、さらには冬期の運動不足は要介護状態

への引き金となるという問題がここで生じる。さらに、

独居高齢者の増加、バスの撤退、これまで運転できてい

たことができなくなって移動ができなくなるなど重層的

な課題は地域にあり、仮にバスを充実させてもバス停ま

で歩行困難があると利用できないなどの個人的な因子に

加えて、環境が作り上げる因子のバリアが介護予防の課
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題として今後生じるであろう。 
	 一方、現在各種の活動能力指標をもとに高齢者の能力

を推計しているが、今のところ日常生活における活動能

力指標では「公共交通に乗ることができる、支払いなど

ができる」という身体的な活動能力については項目化が

されているが、地域の交通実態をもとにした、日常移動

における公共交通の利用性については今のところない。

そのような意味では、昨年度京阪神都市圏でパーソント

リップ調査が実施されたが、「交通困難」に関する項目

が質問項目として取り上げられた。もちろん全数の要介

護者を対象にした調査ではないが、移動困難者の動向を

知る意味ではこれから活用せねばならないデータである

と期待できる。 
	 介護予防の動向から分かることは、活動能力のある高

齢者が活動能力の低下した高齢者を支援する仕組みづく

りへとシフトしており、高齢者という集団をより強靭な

ものにしてゆく可能性を秘めている。とくに、各分野を

まちづくりの観点としての連携させ、様々な職種連携、

たとえば、地域交通づくりの担い手として、交通事業者、

医療、商店、市町村担当職員、地縁組織、社会福祉協議

会、民生・保健師、地域包括支援センターとどう連携し

てゆくかが重要課題であり、ソーシャルキャピタルとの

結びつきなど考えるべきことが多い。現在、交通活性化

などの市町村の取り組みもさらにレベルアップと対象を

広げ、そのようなコミュニティづくりに対する貢献につ

いても議論すべきこととなろう。 
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This study is described about prevention of fraility and mobility problem in local area. It is arranged  

prevention of fraility approaches, especially it is important that population approach is incleasing in local 
govermanet. It is carried out survey for elderly in Yabu City, and it is cleared for the characterisics of 
mobility problem. 

It is considered about the prevention of fraility including mobility problem is occured in various local 
area, it is required social capital and mobility. 


